2009道本部組織労働局発第４９４号

２００９年８月２４日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　三浦　正道

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賃金労働部）

異例な人事院勧告早期閣議決定に対する抗議及び

総務省に対する要請行動の実施について
政府側は09人事院勧告が例月給与・一時金ともマイナス勧告であることから、与党（自民党・公明党）の公務員に対する賃金政策を広く国民へ知らしめ、支持率の向上への寄与を狙い、異例ともいえる勧告から僅か２週間あまりの８月25日に給与関係閣僚会議・定例閣議において、人勧どおり完全実施の閣議決定を行うこととなりました（詳細は既送付済みの道本部ＦＡＸ情報参照のこと）。自治労本部からの情報では、総務省からは「現政権における指示に基づき着々と対応を行う」ということが表明されており、総選挙情勢を踏まえるとまさしく現自公政権の「最後のあがき」ともいえる対応です。
このような不当な行為に対し、以下のとおり、緊急ではありますが抗議・要請打電（レタックス）の行動を取り組むことを、８月21日開催した第６回拡大闘争委員会において確認しましたので、全単組・総支部の取り組みの徹底をお願いします。

記

１　抗議打電・レタックス

　　(1)　宛　先　100-0014　東京都千代田区永田町２－３－１

　　内閣総理大臣　麻　生　太　郎　様　
　　(2)　文　例
　　　本日の異例な閣議決定は、十分な話し合いもなく、政治的な思惑だけで閣議決定したことに対して強く抗議する。こうした行為は公務員労働者の生活だけでなく地域経済そのものを苦況に導くものであり、現政権の「最後のあがき」としか思えない。
２　要請打電・レタックス

(1)　宛　先　100-8926　東京都千代田区霞が関２－１－２

　　　　　　　　　　　総務大臣　佐　藤　　　勉　様
　　(2)　文　例

　　　本日の人事院勧告完全実施の閣議決定に対しては、あくまで地方自治体の実態を考慮した対応をすべきである。地方自治を制約するような助言は厳に慎むこと。特に自宅所有者の住居手当については、地方公務員には必要な手当であるので、廃止を前提とした助言は行わないこと。
３　取り組みの期限　　2009年８月25日午後から2009年８月28日（金）まで
　　取り組みについては、基本組織で取り組むこととし、補助機関については可能な限り、お願いします。
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　８月31日（月）まで

異例な人事院勧告早期閣議決定に対する抗議及び

総務省に対する要請行動の実施について
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